平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費
	事業名: 　排水基準等監視調査事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）   　

環境生活部　環境管理課　水環境担当　                         

電話番号：058-272-1111（内2833）
   

E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp 　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：2,713千円（前年度予算額：1,756千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）公害発生源立入指導
県民の健康と生活環境の保全を図るため、水質汚濁防止法及び岐阜県公害防止条例に基づき公害発生源の立入検査及び指導を実施する。
　　　水質汚濁防止法の改正に伴い、地下水汚染の未然防止のため、有害物質の貯蔵施設等に構造基準が義務化された。新たに構造に関する届出が設けられたため、届出の指導・処理を行う。

　　　・工場・事業場への立入調査及び管理指導

　　　・工場・事業場の排水検査
　　　・第７次水質総量削減計画の周知及び実施
　（２）発生負荷量管理等調査

伊勢湾の水質改善を流域県と協力して推進するため、総量削減計画の推進状況を調査する。

　　　・水質汚濁物質発生負荷量に関する調査
	２　所要経費


（１）公害発生源立入指導　　2,465千円
（２）発生負荷量管理等調査　　248千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
１　森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る

	２　これまでの取組状況


公害発生源立入指導については、県内の特定事業場（岐阜市を除く。）に立入調査を実施し、水質汚濁防止法及び岐阜県公害防止条例の排水基準遵守を指導している。
　　（平成22年度　立入実績　802事業場）

発生負荷量管理等調査については、第６次総量削減計画の達成状況を踏まえながら、工場・事業場に対して総量規制遵守を指導している。
	３　これまでの取組に対する評価


工場・事業場に対して、立入検査を実施し適切に指導することにより、公害発生の未然防止を図った。工場・事業場における排水基準及び総量規制の遵守を引き続き指導していく。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,756
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,756

	要求額
	2,713
	0
	0
	0
	0
	0
	4
	0
	2,709

	1月20日時点査定額
	2,713
	0
	0
	0
	0
	0
	4
	0
	2,709

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


